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決定データ配信年金手帳

調査・決定納入告知書

保険料納入

裁定請求書の事前送付（ターンアラウンド）

相談 オンライン入力等

見込み額提供 年金額試算

年金の支払

裁定請求書

年金証書

オンライン入力等

裁定データ配信

・被保険者記録の管理

・事業所記録の管理

・保険料計算

・基礎年金番号の管理

被保険者記録等に基づき、連動
して処理

記録管理・基礎年金番号管理システム年金事務所等

年金の裁定後も、
• 退職による自動改定

• 記録の訂正等による再裁
定

など、連動した処理を多数
実施

1. 社会保険オンラインシステムとは
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・年金受給権者記録の管理

・年金の裁定

・年金額の計算、支払い

年金給付システム

被保険者
記録等

１．社会保険オンラインシステムによる事務処理の概略



≪フェーズ２：H33.1〜稼働予定≫

⼤規模・⻑期にわたる開発
・ 開発全体には30,000⼈⽉超、約５年が必要

難易度の⾼い開発内容
・ 相互に関連する複数のサブシステムの並⾏開発

・ 現⾏の記録管理システムの保有する膨⼤・複雑なデータの移⾏

刷新後のシステムの構成

年⾦業務システム

年⾦給付システム

刷新による課題解決の方向性

◎年⾦記録を個⼈単位のライフ
サイクルで管理する⽅式に改める

◎制度ごとに構築された処理
システムを機能ごとに再編する

◎上記によって全体の構成を
簡素化・構造化することで、
制度改正への対応を容易に
するとともに、機構主体の管理
を実現し運用コストを削減する
（プログラムもオープン化）

◎業務フローの⾒直し・⼿動業務
のシステムへの取り込みによって、
業務処理プロセスを統⼀し、
業務効率化とサービスの向上を図
る

現行システムの抱える課題

◎国年、厚年等の制度ごとに
データベースや処理システムが
構築され、データ・機能が重複
している

◎制度改正への対応として既存シ
ステムの一部修正を繰り返して
きたため、システムの構造が複雑
化している

◎上記の結果、ベンダーによって
システムが独⾃管理され、
運用コストが増大している
（著作権もベンダーが保有）

現行システムの構成

被保険者の
記録の管理に
関するシステム

（記録管理システム等）

受給者への
年⾦給付に
関するシステム

（年⾦給付システム）

⼿管理による業務
（例）
・保険料滞納者との折
衝状況の管理
・領収した保険料の現
⾦払込書を⼿書きで作
成
・現⾦払込書の通番等
を現⾦出納簿（紙台
帳）に⼿書きで管理

業務共通の
サブシステムの構築

経過管理・電⼦決裁

業務ごとに特化した
サブシステムの構築

適用 徴収
給付
連携

※年⾦給付システムについては、別途、⾒直しを検討。

記録の移⾏

２．年⾦業務システム刷新の⽬的と課題
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強制適用
（国民年金加入）

就職（厚生年金加入）

店を開業
（国民年金第1号被保険者）

年金受給
（年金の裁定請求）

国民年金被保険者
ファイル

年金業務
データベース

新システム（個人単位） 現行システム（制度単位）

厚生年金被保険者
ファイル

国民年金被保険者
ファイル

基礎年金番号管理
ファイル

年金給付システムへ 年金給付システムへ

結婚・引越し
（氏名・住所変更）

独自のミドルウェアを
構築し、基礎年金番
号管理ファイルの氏
名・住所を変更

基礎年金番号を付番

手続は事業主

手続は事業主

厚生年金被保険者
ファイル

保険料の決定（報酬から決定）

厚生年金被保険者
ファイル

被保険者情報

加入情報

保険料債権情報

手続は事業主

基礎年金番号に紐付

制度変更に最小限の修正対応

個人の履歴を統一的に管理

加入

喪失

加入

喪失

厚年加入
国年喪失

国年取得
厚年喪失

（年金裁定用の情報としてデータ連携） （年金裁定用の情報としてデータ連携）

【20歳】

【22歳】

【24歳】

【50歳】

【65歳】

退職
（国民年金第3号被保険者）

【29歳】

長男誕生（育児休業）

手続は事業主

厚生年金被保険者
ファイル

手続は事業主

【27歳】

国民年金被保険者
ファイル

種別
変更

種別
変更

＜未統合記録＞
新たに発生した記録

が一つの記録として結
びつけられない場合
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３．国⺠のライフサイクル（例）から⾒た新システムのイメージ



刷新後の年⾦業務システム刷新後の年⾦業務システム現⾏システム現⾏システム

統計機能

帳票出⼒機能

電子申請
受付機能

統計機能 統計機能

帳票出⼒機能 帳票出⼒機能

電子申請
受付機能

電子申請
受付機能

厚生
年金

国民
年金

船員
保険

適用業務

■事業所や被保険者
の加入（適用）や脱退
（喪失）の登録など

DB

徴収業務

■保険料の計算や納
付書の作成、収納記録
など

給付連携業務

■年金給付システムとの
情報交換、受給者情報の
出力など

DB
被保険者情報
加入情報

保険料債権情報
・・・

業務共通機能
経過管理・電子決裁
統計・業務分析※フェーズ２でも継続

DB DB

適用・徴収・
給付

適用・徴収・
給付

適用・徴収・
給付

刷新
各機能構築
＋データ移行

※「共通化」により機
能は削減

【現行システム】
■ベンダー保有のシステム・・・・・・・・・・・・ベンダールールの運用
■制度毎のシステム・・・・・・・・・・・・・・・・・・機能の重複
■制度別のデータベース・・・・・・・・・・・・・・データの重複
■弱体な情報分析機能・・・・・・・・・・・・・・・定型処理のみ

【刷新システム】
■厚生労働省保有のシステム・・・・・・・・・・・・・機構主体の運用管理
■機能ごとの処理システム・・・・・・・・・・・・・・・・機能を簡素化
■個人別データベース・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・データを簡素化
■情報分析機能の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・タイムリーな統計業務分析

業務
機能

フェーズ２

フェーズ１

■現行システムでは、各制度ごとに分立した業務機能やデータベース等について、刷新システムでは統合・共通化。
■フェーズ１において構築する「業務共通機能」に引き続き、フェーズ２では、各個別業務機能の構築及びデータ移行等を実施。
■年金給付システムについては、平成29年度に刷新可能性の予備的調査を実施予定。亜

個人の履歴を統一的
に管理。

（住所変更や氏名変更
の届出処理の機能が
制度ごとに重複。情報
の変更の際の制度間
の連携処理も不要
に。）

記録管理システム

年⾦制度改正や記録管理システムの刷新の状況を踏まえながら、
平成２９年度における刷新可能性の予備的調査を計画中。年⾦給付システム
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４．システム刷新の概要



H30年度までの間
に段階的に稼働

Ｈ33.1～
稼働

最適化計画改定

【フェーズ１】

各制度共通の事務処理機能

（経過管理・電子決裁、統計・業務分析等）

基本設計

18年度～24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

【フェーズ２】

年金制度に基づく適用・徴収等の
業務機能、年金記録移行 等
（資格取得、保険料計算等）

H29.1 H30.3

標準報酬・
賞与算定届の
ペーパレス化・
自動チェックなど

97％の届出に順次拡大

５．社会保険オンラインシステム（記録管理システム）の刷新に関するスケジュール
（「業務・システム最適化計画」に基づくスケジュール）
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